
公益財団法人 大分県産業創造機構
基本理念 中小企業の元気創造！ ～皆様と共に成長し、変化する時代に挑戦します～

設立 平成11年4月 （H24月組織改正（公財）大分県産業創造機構）

目的 県内中小企業の発展及び新たな産業創造の支援による県民生活の向上と県産業経済の発展

先端技術産業
の創出

①新技術研究開発

・Go-Tech事業発掘

・事業認定支援

・事業伴走支援

②先端技術分野

・情報収集、提供

・セミナー等開催

・伴走支援

経営力の
安定・強化

①取引の拡大

・取引あっせん強化

・下請かけこみ寺

②販路開拓

・商談会出展支援

③相談対応

・よろず支援拠点

・専門家派遣

・補助金等申請支援

人材の育成

①人材育成

・マネジメントスクール

・一般研修

②女性活躍推進

・研修等参加促進

・創業者支援

分野別集中支援

①自動車産業

・取引拡大支援

・新規参入支援

・次世代自動車への転換

②半導体関連産業

・研究開発

・人材育成

・販路開拓、情報提供

・会員交流

新事業活動
の支援

①経営革新

・承認、フォローアップ

②起業・創業

・発掘、支援

③ベンチャー

・ビジネスプランＧ

④旗艦商品

・基金活用事業支援

・販路開拓、拡大支援

⑤6次産業化等

・計画策定、達成支援

⑥産学官金、異業種

・連携、交流

大分県産業創造機構

newme アドバイザー派遣

（具体的な事業内容）
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（公財）大分県産業創造機構では、下請取引に関するトラブルの解決をお手伝いするため（公財）全国中小企業支援機関協会と連携し、
「下請かけこみ寺」を設置しております。親事業者による下請事業者に対する優越的地位の濫用行為を取り締まるために制定された、
下請法（下請代金支払遅延等防止法）に関する相談対応に加え、様々な業種の取引上の悩みに対して、専門員が相談に応じます。必
要に応じで、無料の弁護士相談も可能です。

下請かけこみ寺事業

［相談の流れ］

＊中小企業庁ウェブサイトを一部加工して作成しています。

℡：0120-418-618（ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ）
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中小企業庁 経営安定対策室

よろず支援拠点における価格転嫁相談への対応について

※価格転嫁や親会社との取引問題に関する相談
については、カルテシステムを通じて、中小
企業庁に情報共有される。

※必要に応じて、中小企業庁から事業者に個別
に連絡する場合がある。

【中小企業庁】
昨今のウクライナ情勢や原油価格高騰により、困難

な状況に直面している中小企業者に対する資金繰りや
経営に関する相談を受け付けます。

「ウクライナ情勢・原油価格上昇等に関する特別相
談窓口」の設置

→日本政策金融公庫、沖縄振興開発金融公庫、商
工組合中央金庫、信用保証協会、商工会議所、都
道府県商工会連合会、都道府県中小企業団体中央
会及びよろず支援拠点

よろず支援拠点は、中小企業庁が設置
する「ウクライナ情勢・原油価格上昇等
に関する特別相談窓口」に位置づけられ
ています。
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よろず支援拠点

１ よろず支援拠点とは
国（中小企業庁）が全国に設置する無料の経営相談所であり、小規模企業者の売上拡大（そのためのＩＴ

や知的財産、デザイン等の活用支援）、経営改善（そのための資金繰りや事業計画策定等の支援）など、ワ
ンストップで経営上のあらゆる悩みの相談に対応し、一定の解決策を提示する。
産業創造機構は、よろず支援拠点の実施機関として国から委託を受けている。

【根拠規定】 小規模企業振興基本法第１３条第１項に基づき定められた「小規模企業振興基本計画」の重点施策９

２ 支援体制
[相談体制]現在２３名体制
・チーフコーディネーター１名（別府大学名誉教授、税理士、中小企業診断士、ＭＢＡ）
・コーディネーター２２名（金融機関ＯＢ（４名）、Web・SNS、知財、広告、広報・マーケティング（
女性）の各アバイザー、デザイナー・イラストレーター（女性）、百貨店バイヤーＯＢ、弁護士、社会
保険労務士（２名）、税理士（２名）、中小企業診断士（１０名））

[相談時間・場所]
（１）年中無休（ただし、12/31～1/3を除く） ９時～１７時 大分よろず支援拠点（ソフトパークセン

タービル２Ｆ）（毎週火曜日 １８時３０分～２０時は創業希望者向けロングランセミナー実施）
（２）土曜日出張セミナー＆相談会の実施

第１、３土曜日 10:00-16:00 大分県立図書館
（３）県下各地での出張相談会（セミナー形式含む）

中津市、日田市、佐伯市、宇佐市、国東市

年間９千件を超える
相談実績がありま
す！

4



5


